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概要書 
 
1980 年代、アメリカ企業の競争力の下落により、製品原価の歪みという問題が意識され
た。この問題を解決するために、活動基準原価計算（Activity-Based-Costing, ABC）が
1988年に、Cooper and Kaplanにより提唱された。Bhimani et al.（2007）の調査によれ
ば主要国の ABC の普及率は 29.8％~44％であることが示されている一方、ABC モデルの複
雑さと莫大な維持コストにより、実務への導入が困難であるという問題が存在する。実際
に、ABCを廃止した企業もある。伊藤（2007）によれば、オムロン三島事業所、NEC システ
ム、パナソニックシステムソリューションズなどの企業が一度 ABC を導入したものの、そ
の後様々な理由により ABC を中止している。事実、川野（2014）の調査によれば、日本国
内 ABC を使用している企業は 12.8％、経常的に使用しているのは僅か 8.6％であることも
わかる。 
その後、ABCが複雑で導入困難であるという問題を解決するために、Anderson と Kaplan 
は 2004年に ABCを簡易化した TDABC（Time-Driven Activity-Based-Costing：時間主導型
活動基準原価計算）を提唱した。Kaplan and Anderson（2006）では、TDABC モデルは 2006 
年までに 200 社以上の企業に導入され、更に成功を収めてきたと述べられている。しかし
TDABC も日本では理論研究に留まり、ABC と同様に実務上ほとんど普及していない。中国
における TDABCについての研究も、日本と同様にアメリカに比べて遅れており、実務上も
普及していない状態である。 
本研究では、TDABC の基礎理論を研究し、その長所および短所を列挙し、それを実行す
るために必要な条件を明らかにする。中国企業における TDABC モデルの構築のケースを分
析し、企業経営の発展に与える効果を明らかにする。さらに既存の管理手法と併用するた
めに何が必要であるかを明らかにすることを目的とする 
 本論文は三部で構成されている。まず、ABC と TDABC に関しての先行研究を整理し、そ
の内容を簡単に紹介する。その後ケースの分析を行い、実際に TDABC を企業に導入するプ
ロセスおよび効果を説明する。最後に TDABCと他の管理方式、特に制約条件の理論（Theory 
of constraints: TOC）との併用について説明する。 
これら三つの部について、五つの章に分けて論述する。 
第一章では、ABCと TDABC が提唱された背景を紹介した上で、日本と中国における TDABC
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研究の概要を説明した。そこで、日本と中国において TDABC が実務上に普及していないと
いう問題を明確し、本論文の研究目的を明らかにする。 
第二章では主に ABCの先行研究を整理し、ABCの基本概念を説明した。Cooper and Kaplan
の研究で論じられた、ABC を提唱する意義と三つの目的（製品の原価を正確に計算する、
消費した資源と各活動の因果関係を明確する、未利用キャパシティの検出）を検討した。
その後、ABC のメカニズム（特に製造間接費の配賦）を図を用いて説明し、論文執筆者が
2014年に実際に取得した、工場での原価計算データの分析を用いて、活動の識別から、製
品にコストを配賦するまでの、ABC の計算プロセスを詳細に述べた。以上から、ABC のメリ
ットと従来指摘されてきた問題点（例えば多大なコスト発生することや主観性が強いなど）
をまとめた。最後に、川野（2014）年の研究により日本における ABC の普及率と伊藤（2007）
ABCが日本に普及していない理由を紹介した。 
第三章は TDABCに関しての理論紹介である。Kaplan and Anderson は ABCの問題点を克
服するために、2004年に TDABCという ABC の進化型を提唱した。本章では TDABCの基本概
念、ABC との差異、TDABCのメリットと問題点の四つの観点から、TDABC を説明する。TDABC
の特徴は、時間という単一の基準を選択し、時間方程式により、製造間接費を製品に配賦
する。ABC と比較すると、TDABCは製造間接費を活動に配賦する必要がなく、時間という単
一の基準を用いて、製造間接費を配賦する。それゆえ、TDABC には計算が容易で、より正
確な未利用キャパシティを検出できるというメリットがある。それ以外にも、TDABC は時
間方程式を用いることから、外部環境の変化に応じてモデルを容易に更新できるというメ
リットがある。しかしながら、TDABC モデル自体にもいくつかの問題点がある。本論文で
は志村（2013）と伊藤（2007）が提示したいくつかの TDABC の問題点を指摘した。 
TDABC が実際に企業に導入する可能性と導入する際に注意すべき点を説明するために、
第四章では TDABCが導入された二つの中国企業の例を挙げた。製造業である A企業（王満，
戴杏花，2013）は、伝統的な原価計算を実施していたが、外部環境の変化に対応し自社の
競争力を高めるために TDABC を導入した。物流企業 B 企業（劉海潮・王磊，2012）は ABC
を導入したが、多大な維持コストなどの問題により、ABC を放棄し TDABC を導入した。結
果から見れば、両企業とも TDABCの導入により、一定の成果が得られた。特に注目したい
点は、A 企業では ERP システムと TDABC システムとで情報を連動させることにより、効率
的な情報管理が実現した点、B 企業では全社的に TDABC を展開することにより、個別の注
文の管理が可能になった点である。 
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第五章では、TDABC のメリットを最大限に発揮するために TDABC と他の管理手法との併
用可能性について論じた。TDABC と他の管理手法の併用を研究した研究者は多数存在して
いる。例えば、陳（2010）は TDABCとリーン・マネジメントの併用可能性を指摘している。
易他（2015）は、TDABCと Total Budget Management との併用について説明している。本
論文では、特に TDABCと TOCの併用に注目し両者のメリットを相互に補完することで、企
業の継続的な改善に貢献できると主張している。 
本論文の貢献は、論文執筆者の実際の取り組みや先行研究から、TDABC の中国および日
本における有用性を明らかにしたことにある。本論文の知見は TDABC による中国と日本の
企業の管理に貢献すると考えられる。 
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第一章. 研究目的   
活動基準原価計算の基礎概念となる活動あるいはその原価については、古くは 1952 年
に、Eric Kohler が彼の著書 A dictionary for accountantsの中に初めて活動の概念を
提唱したのが端緒と言われている。その後 1971年に、George Staubusは彼の著書「Activity 
Costing and Input Output Accounting」の中に、活動、コスト、投入産出システムなどい
くつかの概念を詳細に議論した。 
1980 年代、アメリカ企業の競争力の下落により、製品原価の歪みという問題が意識され
た。この問題を解決するために、活動基準原価計算（Activity-Based-Costing, ABC）が
1988 年に、Cooper と Kaplan により提唱された。従来の原価計算の考えと異なり、ABC の
計算構造は製品が直接資源を消費するのではなく、活動という媒介を利用し、製品は活動
を消費し、活動は資源を消費するという構造である。ABC は製造間接費の配賦に注目し、
伝統的原価計算でしばしば行われるような単一の基準で配賦を行なわず、まず同一性のあ
る活動を認識し、製造間接費を資源ドライバーにより活動に配賦し、最後にコスト・ドラ
イバーにより、製品に配賦する。このような原価計算方式は従来の原価計算と比較して、
製品の原価情報を正しく反映し、更に顧客にとって、付加価値活動と非付加価値活動とを
分類し、生産工程改善と原価改善に役に立つ。Bhimani et al.（2007）の調査により世界
主要国の ABC の普及率は 29.8％~44％であることが示されている一方、ABC モデルの複雑
さと莫大な維持コストにより、実務上応用することは困難であるという問題が存在する。
実際に ABC を廃止する企業も現れている。日本企業を例に挙げれば、伊藤（2007）によれ
ば、オムロン三島事業所、NEC システム、パナソニックシステムソリューションズなどの
企業が一度 ABCを導入し、その後様々な理由により ABCを中止している。事実、川野（2014）
の調査によれば、日本国内 ABCを使用している企業は 12.8％、経常的に使用しているのは
僅か 8.6％であることもわかる。 
その後、ABCが複雑で導入困難であるという問題を解決するために、Anderson と Kaplan 
は 2004年に ABCを簡易化した TDABC（Time-Driven Activity-Based-Cost,日本は時間主導
型活動基準原価計算と訳した）を提唱した。TDABC は活動原価について、時間をコスト・
ドライバーとして、時間方程式を使用し、製造間接費を直接に原価対象に配賦する。Kaplan 
and Anderson（2006）によれば、2006 年までに TDABC モデルが 200 社以上の企業に導入
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され、更に成功を収めてきたと述べられている。しかし改善された TDABCも日本では理論
研究に留まり、ABC と同じように実務上はほとんど普及していない。 
中国の TDABC についての研究も、日本と同様にアメリカに比べて遅れており、実務上も
普及していない状態である。しかし、企業の競争力を強化するために、積極的に TDABC 導
入の可能性を探り、モデルの構築に関する研究が盛んに行われるようになった。例えば李
隆捷（2015）は TDABC を中国の企業に導入するために、TDABC の理論に基づいて、中国企
業における会計の処理とコントロールを考慮した上で、TDABC の改善策を指摘した。また
陳宇学（2010）は TDABC の特徴を紹介し、TDABC とリーン会計の融合の可能性を分析して
いる。 
本研究では、TDABC の基礎理論を研究し、その長所および短所を列挙し、それを実行す
るために必要な条件を明らかにする。中国企業における TDABC モデルの構築のケースを分
析し、企業の経営と発展に与える効果を明らかにすることを目的とする。 
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第 2章. 活動基準原価計算（ABC） 
2.1 ABCの目的と意義 
1980 年代、社会の進歩と技術の発展に伴い、アメリカ企業の生産方式が大きく変化した。
その変化に応じて、製造原価の構造が変わり、伝統的な原価計算を使用し続ければ、計算
された製品原価と実体とに大きな差が生じてしまうことになる。伝統的な生産方法では、
直接材料費と直接労務費が総費用に占める割合が大きく、製造間接費の割合は少ない。し
たがって、単一の指標（労働時間、製品数）で製造間接費を配賦することで大きな問題は
生じず、企業業績に対しての影響は少ない。しかしながら、生産方式の変化により、製造
間接費の割合が著しく増加した。結果として、従来のように伝統的な原価計算方法で製造
間接費を配賦すると、原価の歪みが生じてしまうことになる。 
実際に伝統的な原価計算によって原価の歪みが生じる理由に対して、Cooper(1988)が理
由を列挙している。例えば、生産量の多様性（production volume diversity）、サイズの
多様性(size diversity)、製品の複雑性の多様性(complexity diversity)、材料の多様性
(material diversity)または段取りの多様性(setup diversity)などである。従来の企業
では類似の生産工程のもと、少品種の製品を大量生産していたが、技術の革新と市場の変
化により、生産工程が異なる状況で、多品種の製品を生産しなければならないということ
がコストの歪みを大きくした理由である。 
企業側とっては、コストの歪みが製品の販売にも影響を与える。コストの歪みにより、
製品原価を正確に把握することができなくなり、正しい価格を決定することができない。
結果、企業戦略の策定に悪影響を与え、競争力を下落させることになってしまう。 
その問題を解決するために、伝統的な原価計算よりも製品原価を正しく把握するための
新しい原価計算の方法が必要とされた。1988 年に Cooper と Kaplan が Measure Costs: 
Right Make the Right Decisionという論文の中で、コストの歪みが企業に与える影響を
述べて、活動基準原価計算（ABC）を提唱した。同年、Cooper が活動基準原価計算に関す
る三本の論文を発表し、活動基準原価計算の概念や企業に導入の必要性、またはコスト・
ドライバーの選択について議論した。その後、ABC に関する議論が一時的に盛り上がるこ
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とになった。 
ABC の目的は主に三つある。一つ目は歪んでいるコストを正しく計算することである。
すなわち製品の原価を正確に計算することである。二つ目の目的は ABC に特有な活動の概
念を活用することにより、活動の因果関係を分析することである。三つ目は ABC により、
企業の未利用キャパシティの測定ができることである。次節以降、ABC の計算構造や意義
について、詳しく説明する。 
 
2.2 ABCの基本概念 
ABC の中心は活動により製造間接費の配賦である。伝統的原価計算のように部門共通費
を単一の基準で配賦するのではなく、活動の概念を導入し、資源が活動に消費され、活動
が製品に消費されるという二段階の構造を示した。 
図１は ABC の原価計算のメカニズムを示したものである。この図は、ABC の計算の流れ
と伝統的原価計算の異同点を明示している。ABC の計算では、製造費の中の製造直接費と
製造間接費の中の活動個別費は、全て製品に直課する。この点は伝統的原価計算の流れと
同じであるが、異なる点は製造間接費の中に活動共通費について、ABC はまず資源ドライ
バーにより各活動に配賦し、そしてコスト・ドライバーによって各製品に配賦する。 
 
図１ ABC の計算構造 
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2.3 ABCの計算フロー 
ABCの原価計算の手順を具体的に解釈するために、論文執筆者が 2014年に調査を実施し
た工場で実際に計算されている例を用いて、ABC の計算フローを説明する。特に断りのな
い限り、図および表に記載のデータは論文執筆者が作成したものである。 
Ｗ企業（中国）のある生産工場では、生産設備を 50台程度有し、電気毛布を年間 150,000
枚生産している。工場は本社からの発注書に基づいて生産を行う。得意先企業からの電気
毛布の注文による、ＸとＹ二つのタイプの電気毛布の生産データを使い、説明を行う。 
生産工程は図２の通りである。原材料を工場まで運送し、次は裁断からスイッチの設置
まで一連の工程により、製品を生産する。その後、生産した製品の品質を検査し、製品を
出荷する。 
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図２ 生産工程の例示 
 
 以降この生産工程に従って、ABC の実施方法を解説する。 
 
2.3.1 活動を識別する 
活動は、ABC において最も重要な概念である。それゆえ、我々はまず上記の生産過程に
応じて、各活動を識別しなければならない。その段階で注意すべきことは、各作業のコス
トの発生原因を分析し、同一性がある作業を同じ活動に分類することである。電気毛布の
生産では、裁断と縫製の二つの作業に関しては、原材料または仕掛品を生産機械のもとに
運搬し、機械を用いて製品を加工するという作業の内容はほぼ同一である。コストの構成
も、両者とも機械の減価償却費を中心に、労務費や電気代などの項目を加えて構成するこ
とになる。これらの特徴から、この二つの作業を機械作業という活動に分類することにす
る。他方で、電熱線の配線とスイッチの設置はほぼ手作業でコスト構成も類似であるため、
手作業という活動に分類する。 
 同一性のルールに従って図 2 の生産過程を分類すれば、生産準備、機械作業、手作業、
品質検査、包装出荷、作業場管理という六つの活動になる。 
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2.3.2 活動に集計する費用を識別する 
各活動を識別した後、すべての費用を各活動に集計する。表１は上記六つの活動に集計
すべき費用を示している。このステップにおける留意点は、各活動に含まれている作業に
関わるすべての費用は、現場の実際の情報に基づいて活動に集計されるということである。 
表１ 例示された生産工程における活動例 
活動 消費した資源 
生産準備 労務費、設備運送、燃料 
機械作業（裁断、裁縫） 労務費、機械の減価償却、電気代、補助材料 
手作業（電熱線、スイッチ） 労務費、原材料 
品質検査 労務費、原材料 
包装出荷 補助材料、運賃、積み卸し料 
作業場の管理 管理者の労務費、水道代,電気代、建物の減価償却 
 
 
2.3.3 活動に基づく原価の配賦 
 次のステップは、集計した製造費用を各活動に配賦する。この作業は一見簡単に思われ
るかもしれないが、論文執筆者自らの経験によれば、製造間接費の配賦は非常に労力のか
かる作業である。実際に今回の二つの製品の製造間接費を集計し、表を作成するために約
一週間をかけた。特に、既存の原価計算システムを用いて、製造間接費のコスト・プール
から特定の作業の費用を抽出するという作業が極めて困難に感じた。 
Cooper（1988）によれば、測定のコストは二つの部分から構成される。一つは情報を整
理し入力するコストであること、もう一つは製品コストを計算するための実行コストであ
ることである。 
実際に製造費用を配賦する際には、費用を活動に配賦すべき範囲を考えなければならな
い。その後、各費用をどのように各活動に配賦するかを決定しなければならない。表２は、
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論文執筆者自ら伝統的な原価計算のデータを整理し、製造費用を配賦した結果を表してい
る。伝統的な原価計算と比較して、ABC は製造間接費を活動に配賦しなければならないか
ら、計算量がかなり大きくなる。例えば水道光熱費の配賦について、伝統的な原価計算で
計算すると生産期間中の水道光熱費を集計し製品数（または作業時間）で製品に配賦すれ
ば済むが、ABC で計算すると、生産期間中の各活動が要した時間を調査し（現場調査また
は従業員にヒアリングを実施する）それを基準として配賦しなければならない。実際、こ
のような計算の複雑さは ABCの一つの問題と指摘されている通りである。具体的な説明は
次の節で行う。 
 
表２ 製造原価配賦表       
  生産準備 機械作業 手作業 品質検査 包装出荷 
作業場の
管理 合計 
間 接
労 務
費 4,085.87      7,503.32  8,333.34  16,440.00  36,362.53  
修 理
費 2,500.00  19,794.00          22,294.00  
事 務
費           8,370.00  8,370.00  
水
道 、
電 気
代 2,380.62  20,709.49  3,786.93      9,817.47  36,694.51  
検 査
費       8,677.00      8,677.00  
運賃 5,826.67        10,270.00    16,096.67  
間 接
材料 1,126.67  8,115.20  5,240.17        14,482.04  
減 価   11,570.32        26,690.44  38,260.76  
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償却 
合計 15,919.82  60,189.01  9,027.11  16,180.32  18,603.34  61,317.91  181,237.50  
 
2.3.4 コスト·ドライバーの選択 
 コスト・ドライバーの選択は ABC のプロセスにおいて極めて重要な部分である。前述の
ように、伝統的な原価計算は通常一つの配賦基準ですべての製造間接費を配賦するが、ABC
は活動と消費する資源の間の因果関係により、複数の尺度を選択し製造間接費を配賦する。 
 コスト・ドライバーの選択は絶対的なものではなく、多くの場合主観的に選択されるた
め、従業員が ABC システムを詳しく理解していることが要求される。それゆえ、ABC が複
雑と感じて、実施が困難であるという指摘もある。また、コスト・ドライバーの選択如何
で製品原価計算の結果が異なることから、利益操作のために主観的に不適切なコスト・ド
ライバーを選択する可能性がある。したがって、実施する際には外部からのチェックも必
要である（例えば企業内部から、特別な監察グループを作る）。 
ではどのようにコスト・ドライバーを選択すべきか、また幾つのコスト・ドライバーが
必要であろうか。Cooper(1988)はこの問題について詳しく説明している。 
Cooperによると、二つの要因がドライバーの数に影響している。それらは求めるコスト
の正確さと製品ミックスの複雑さである。一つ目の要因は直観的にも理解しやすい点では
あるが、原価計算の高い精度を要求すればするほど、より多くのコスト・ドライバーを設
定することが必要であるということである。二つ目の要因である製品ミックスの複雑さは
製品の多様性、集約された活動に関連するコスト（relative costs of the activities 
aggregated）、ボリュームの多様性の三つの要素で構成する。この三つの要素が相互に作用
し、コスト・ドライバーに影響を及ぼす。Cooper(1988, p.41)はこれら三つの要素の相互
作用を下記のように定義している。 
 
 ボリューム関連ではない活動の相対コストが高いほど、ボリューム・ベースのドライバーを使用
して製品にかかるコストを追跡することによって生じる歪みが大きくなる。ボリューム多様性が製
品の多様性を上回る場合、その効果は支配的になり、少量製品に配賦するコストが少なくなる。 
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コスト・ドライバーの数が決定したら、次はコスト・ドライバーの選択方法について検
討が必要である。Cooper は三つの観点を挙げている。すなわち、測定コスト、相関関係、
行動効果である。 
測定コストはコスト・ドライバーを測定するために発生するコストである。コスト・ド
ライバーを選択する際には、Cooper が測定コストの観点からデータの入手が簡単な尺度を
選択すべきだと指摘された。その理由はコストダウンが実現できると同時にコスト・ドラ
イバーの正確さも保証できることである。 
相関関係はコスト・ドライバーが各活動と実際の消費との因果関係を明らかに表現する
ことを表している。実際にコスト・ドライバーを選択する時、必ず現場調査を行い、各活
動が資源を消費する根本的な原因考え、コスト・ドライバーを設定しなければならない。 
最後の要素は行動効果である。この効果はコスト・ドライバーの選択により、個々人の
行動に与える影響を示している。前述のようにコスト・ドライバーの選択は主観的に行わ
れるため、原価計算および原価管理の結果が個人の評価に影響を及ぼす時、選択の結果が
変化する可能性がある。それゆえ、良い行動を導くためにはコスト・ドライバーを適切に
選択することが極めて重要である。 
 表３は上記のルールに従って、各活動のコスト・ドライバーを整理している。例えば生
産準備活動は主に生産する前機械の検査、原材料の運搬など、段取り回数というコスト・
ドライバーを選択した。機械作業活動は機械で原材料を裁断、縫製するから、機械の使用
時間をコスト・ドライバーとして選択した。 
表３ 例示された生産工程におけるコスト・ドライバー例 
活動 コスト·ドライバー 
生産準備 段取り回数（回） 
機械作業（裁断、裁縫） 機械の使用時間（ｈ） 
手作業（電熱線、スイッチ 直接作業時間（ｈ） 
品質検査 検査時間（ｈ） 
包装出荷 運送回数（回） 
作業場の管理 生産量*単価 
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2.3.5 コスト・ドライバー・レートの計算 
 コスト・ドライバーを決定したのちに、コスト・ドライバー・レートを計算する。ここ
はステップ３で集計された製造間接費とステップ４で決めたコスト・ドライバーを用いて、
各活動のコスト・ドライバー・レートを計算する。計算の公式は以下の通りである。 
 
コスト・ドライバー・レート=各活動に集計された製造費用/コスト・ドライバーの総数 
 
 生産準備活動を例として挙げると、生産準備活動に集計された製造間接費の総額は
15,919.82元、生産準備活動と対応するコスト・ドライバーは段取り回数である（製品 X3
回、製品 Y2 回、合計 5回）。コスト・ドライバー・レートを計算するために、製造間接費
の 15,919.82 を総段取り回数（５回）で除すると、コスト・ドライバー・レートは 3,183.96
元である。このように、他の活動のコスト・ドライバー・レートを計算すると、結果は表
４の通りになる。 
 
表４ コスト・ドライバー・レート計算表 
 Ｘ Ｙ 総数 
コスト・ドライ
バー・レート 
段取り回数 3.00  2.00  5.00  3,183.96  
機械の使用時間 1,800.00  1,200.00  3,000.00  20.06  
直接作業時間 6,000.00  3,600.00  9,600.00  0.94  
検査時間 24.00  18.00  42.00  385.25  
運送回数 3.00  2.00  5.00  3,720.67  
生産量*単価 174,274.20  266,816.25  441,090.45  0.14  
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2.3.6 原価計算 
 コスト・ドライバー・レートを計算した後、すべての製造間接費を計算し、製品に配賦
する。 
製品のコストは図１が示すように直接費と間接費の二つで構成される。コストを計算す
る際、集計された製造直接費（直接材料費+直接労務費）をまず製品に直課し、その後間接
費を配賦率を用いて製品に配賦する。計算の方程式は下記の通りである。 
 
製品コスト=製造直接費（直接材料費+直接労務費）+製造間接費 
製造間接費=コスト・ドライバー*コスト・ドライバー・レート 
 
計算の結果は表５が示したように、製品 X の単位コストが 29.1 元、製品 Y の単位コス
トは 54.91 元であることが分かる。 
 
表５ ABC 単位原価計算 
  X   Y   
  総原価 
単位あたり原
価 総原価 
単位あたり
原価 
直接材料費 153,565.20  14.46  283,882.50  34.10  
直接労務費 67,118.40  6.32  87,912.00  10.56  
製造間接費 
生産準備費 9,551.89  0.90  6,367.93  0.76  
機械作業費 36,113.40  3.40  24,075.60  2.89  
人的作業 5,641.94  0.53  3,385.17  0.41  
品質検査 9,245.90  0.87  6,934.42  0.83  
包装出荷 11,162.00  1.05  7,441.34  0.89  
作業場の管理 24,226.62  2.28  37,091.29  4.46  
合計 316,625.36  29.81 457,090.24 54.91 
 
13 
 
2.4 ABCのメリット 
前節で ABC の計算フローを詳細に説明した。ABC と伝統的な原価計算の大きな相違点は
製造間接費の配賦方法であることを明らかにした。ABC は複数の尺度を用いて製造間接費
を配賦するため、伝統的な原価計算より正確な原価情報を提供することができる。これも
ABCが提唱された当初の意義の一つである。また、ABC はコスト・ドライバーという媒介を
利用し、資源の消費と各活動との間の因果関係を明らかにすることから、付加価値活動と
非付加価値活動とを識別することができる。このメリットにより、業務の改善と原価の削
減が可能になる。これが活動基準原価管理（Activity Based Management:ABM）の議論へと
結びつくこととなる。 
Kaplanと Cooper（1992）は ABCのもう一つ重要な役割を提示した。それは未利用キャパ
シティの測定である。彼らは以下の方程式を用いて、未利用キャパシティを測定できると
述べている。 
 
利用可能な活動（activity available）= 利用した活動(activity usage) + 未利用キ
ャパシティ(unused capacity) 
 
未利用キャパシティは利用可能な活動と利用した活動の差である。そして、利用可能な
活動と利用した活動の区別を具体的に説明するために、Kaplan と Cooper はある購買部門
の例を挙げている。購買部門に 10 人の従業員がいると仮定し、彼らの業務内容は注文の
処理である。一人あたりに支払う給料は 2,500 ドル/月で、10 人の総額は 25,000 ドル/月
になる。つまり、注文の処理という活動の総費用は 25,000 ドルである。各従業員が毎月
125 個の注文を処理することができると仮定すると、一回の注文処理に消費されるコスト
は 20 ドルであることが分かる。すなわちこの 25,000 ドルの費用は 1,250 回の注文を処理
する費用であるということである。しかしながら、実際には毎月必ず 1,250 個の注文を処
理するわけではない。今月の注文数が 1,000 回であったと仮定するとき、伝統的な原価計
算によれば、25,000 ドルのコストが購買部門に配賦されるが、ABC を用いると、1,000 回
の注文に 20ドルを乗じた 20,000ドルのコストが購買部門に配賦されることになる。残る
5,000ドルは、購買部門の未利用キャパシティである。（p.2） 
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伝統的な原価計算で測定しているのは利用可能な活動である。この部分の費用は短期間
の操業度の変化の影響を反映しないから、固定費に分類されることが多い。しかしながら、
ABC は利用可能な活動と実際に消費された活動を区別して測定するため、常に未利用キャ
パシティを把握することが可能である。したがってマネージャーは、ABC が提供した情報
を利用して、生産量とプロダクト・ミックスの変更、プロセスの変更および改善、新技術
の導入、製品とプロセス設計の変更などの意思決定を行うための、活動の変化を監視およ
び予測することができるようになる。 
Kaplan と Cooper は未利用キャパシティと伝統的な原価計算における操業度差異の違い
を説明するために、三つの特徴を述べている。第一に、伝統的な原価計算は資源の供給と
消費を識別せず、財務的な数字の差異を報告するのに対し、ABC は資源の数と未利用キャ
パシティ両方を提供することが可能である。第二に、伝統的な原価計算では配賦率の分母
には基準操業度を使用するが、ABC では実際的生産能力を使用する。第三に、伝統的な原
価計算における製造間接費の配賦は棚卸資産評価に役に立つが、管理には有益な情報を提
供することができない。 
 
2.5 ABCの問題点 
前節で ABC がより正確な原価情報を提供する、資源と活動の間の因果関係を明確する、
未利用キャパシティを測定するという三つのメリットを紹介した。では、なぜ ABCがその
ようなメリットを持つにもかかわらず、全世界で普及していないのであろうか。ABC モデ
ルの実施に対してはいくつかの問題が指摘されている。Kaplan and Anderson(2008)では、
ABC の五つの問題点が指摘されている。一つ目の問題点は ABC の導入に関するインタビュ
ーと調査に、多くの時間と費用がかかるということである。正確な原価情報を測定するた
めに、より多くのコスト・ドライバーを設定することが必要である。ABCは複数のコスト・
ドライバーの設定により、製造間接費の配賦を直課に変化させることによって、資源と活
動との因果関係を表すことに注目している。それゆえ、使用するコスト・ドライバーは生
産数または生産時間など容易に入手できるデータだけではなく、従業員の移動距離や原材
料の運搬回数など普段に集計されていないデータを使うことがある。そしてそのようなデ
ータを調査するために、従業員に対するヒアリングや実地調査を行わなければならないし、
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場合によっては新たなシステムを導入しなければならない可能性もあるため、多大な費用
と時間がかかる。 
二つ目の問題点は ABCモデルを構築するためのデータは主観的で、有効性に疑問がある
ということである。実際に 2.3節における ABCの流れから見ると、活動の識別、製造間接
費の集計には絶対の標準が存在していない。特に、コスト・ドライバーの選択については、
ほぼ主観的に決定している。伊藤(2007)の研究が指摘するように、NEC システム建設が ABC
を廃止した理由の一つは、原価の低減が必ずしも利益率の向上に繋がらなかったことに加
え、一事業部門の影響で配賦結果に大きな差が生じ、組織構成員がシステムそのものに対
して不信感を持つことがその原因であると考えられる。 
ABC モデルを構築するためのデータを保存し、処理し、報告するためには多額のコスト
がかかる。現代の企業は少品種大量生産と決別し、多品種の製品を生産している。一つの
企業において、製品カテゴリーが何千何万存在することも珍しくない。すべての製品のデ
ータを保存、処理するために、莫大な費用が必要であることは容易に想像ができよう。伊
藤（2007）の調査によれば、オムロン三島事務所では、システムの構築およびデータ処理
が組織構成員に与える負担が大きくなり、継続的にシステムを開発する費用も予測よりは
るかに超えるものであったことが ABC の問題点として報告されている。 
また、ABC モデルが各製品の原価に注目し、企業全体の利益情報を提供していないから、
ほとんどの ABCモデルが、全社的な収益状況から独立したものであり、統合された情報と
しては提供できないという指摘もある（Kaplanと Anderson，2007）。 
最後の問題点は ABCモデルが、環境変化に容易には対応できないということである。技
術の革新と多品種少量生産により、生産工程の更新が早くなり、製品ライフサイクルも短
縮した。そのような経営環境に対応するために、常に ABCモデルを更新し続けなければな
らない。しかしながら、モデルを更新するために様々な調査を行わなければならならず、
多大な時間と費用がかかる。このように環境変化に容易に対応できないことは ABCモデル
の問題である。 
 
2.6 日本企業の導入実態 
ABC は伝統的原価計算と比較して、正確な原価情報を提供し、製品と消費した資源の因
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果関係を示すことなどいくつかのメリットを有する一方、莫大な維持コストや激しく変化
する市場環境への対応ができないなどの問題点も指摘されている。Bhimani et al.（2007）
の調査により世界主要国の ABC の普及率は 29.8％~44％であることがわかる。日本企業に
おける ABC の普及率はどの程度であろうか。 
表 6 は日本企業の ABC 導入率を示している。川野（2014）の調査によれば、ABC を実施
している企業の合計は 12.8％、そのうち 3.7％の企業が必要な場合だけ実施する、経常的
に ABC を実施している企業はわずか 8.6％と報告されている。 
 
表 6  日本企業 ABC 導入実績 
 回答数 ％ 
ABCを経常的に実施 16 8.6 
ABCが必要な都度実施 7 3.7 
一部で実施している 1 0.5 
ABC実施企業合計 24 12.8 
アンケート全回答企業 187 100 
（川野, 2014, p.65） 
 
なぜ日本企業の ABC の普及率は世界主要国の普及率に比べて一段と低いのであろうか。
表 7は川野（2014）における ABCを実施しない理由を問うたアンケート調査の結果を示し
ている。回答数が一番多いのは計算が複雑という理由で、次は費用がかかるや配賦計算よ
り原価管理に関心があるなどの理由の割合も 20％以上を占めている。 
 
表 7  ABCを実施しない理由 
 回答数 ％ 
計算が複雑だから 50 34.5 
費用がかかる 43 29.7 
配賦計算の精緻化よりも原価管理に関心がある 35 24.1 
ABC のためのデータ集計ができない 35 24.1 
製品、サービスに直課しているため 26 17.9 
17 
 
正確な原価情報を必要としない 22 15.2 
その他回答の合計 44 30.3 
回答数合計 255  
回答記号数 145 100 
（川野, 2014, p.66） 
 
川野（2014、p.65-66）は自身のコンサルティング経験から、上述の調査結果について以
下のような解釈を行なっている。 
 
まず一つ目の理由は日本企業が，ABC提唱以前から，直課を含め配賦計算を細かく実施しており，
ABC を実施しても，手間ばかりかかり，原価計算の精度向上が期待できないと判断したこと。二つ
目の理由は「原価計算基準」に ABC が記載されていないため，ABC が紹介された当時は財務会計と
して認められるかの不安があったこと。また、原価計算システムがブラックボックス化しており，
情報システムを容易に変更できないこと。最後経理・財務部門が保守的で，原価計算の変更に積極
的でないこと(である)。 
 
伊藤（2007）は，外部原因（経営環境）と内部原因（ABCモデル自体）両方から、日本企
業に普及されていない理由を説明した。外部原因について、彼は日本の企業を三つのタイ
プに分類し（加工組立型産業、装置型産業、サービス業）、各産業が ABCを導入しない理由
を説明した。自動車、家電、機械などの加工組立型産業に対しては外注比率が極端に高く
（多いところで 70％）、製造間接費の比率は低い、管理の中心は材料費と購入部品費であ
るから、ABC のような製造間接費の配賦を重視した原価計算システムを導入する必要性が
ないと指摘した。また、装置型産業については、原材料の性質を考えれば、同一設備で多
品種を製造することが困難とされるケースが多いから、コストを直接費的に把握すること
が少なくないと述べている。サービス業については、例え ABC を導入し、各サービスの原
価を計算し、収益性を把握しても、収益性が低いからといって、直ちに顧客または製品を
切り捨てるといった行動ができないから、わざわざ ABCを使う意味がないと指摘した（伊
藤,2007）。 
そして内部原因は主に二つの問題点がある。一つ目の問題は ABCが当初の理想から乖離
し、ただ一つの間接費配賦方法になる。もう一つは ABM への転換である(伊藤，2007)。 
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第３章.  時間駆動型活動基準原価計算
(TDABC) 
3.1 TDABCの提唱 
ABCの問題を解決するために、Kaplan and Anderson（2003、2004）によって時間主導型
活動基準原価計算（以下、TDABC：Time-Driven Activity-based Costing）という新しい原
価計算手法が提唱された。Kaplan and Anderson は TDABC の導入により、ABC のすべとの
問題が解決できると主張した。 
TDABC は従来の ABC の計算プロセスを大幅に簡略化することができる。例えば製造間接
費を各活動に配賦する必要はなくなり、製品、顧客などの原価対象に費用を配賦する時、
先立って調査または従業員にインタビューすることも省略できる。また、TDABC は ABC の
ように複数のコスト・ドライバーを選択する必要はなく、時間（多くの場合は時間という
基準を利用するが、場合により、他の尺度を選択することも可能である）という尺度を選
択し製造間接費を配賦する。 
TDABC を実行するために推定すべき尺度は三つである。一つ目は各部門のコストである。
二つ目は各部門の実際キャパシティ（ここでは時間を指している）である。この二つの値
を利用して、キャパシティ・コスト・レートを算出し、最後は部門の各活動１単位あたり
の所要時間を推定し、コストを直接原価対象に配賦する。Kaplan and Anderson（2007）は
ABC より TDABC は必要なデータが容易に入手でき、計算が容易になると指摘するとともに
TDABC のモデルにより、複雑な環境または特殊の注文に容易に対応できるようになると述
べた。 
TDABC の構造は一体どのようなものなのか、またどのように TDABC を実施すべきか。次
の節から、TDABC に関して具体的な説明を試みる。 
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3.2 TDABCの基本概念 
 図３は TDABC の計算フローを示すものである。最初の段階は ABC と伝統的な原価計算
のどちらも直接費と間接費を識別し、直接費を各製品に直課する。TDABC によって製品の
製造間接費を配賦する際には、主に五つのステップを経ることになる。まず、製造間接費
を各部門に集計する。次に各部門の実際キャパシティを用いて、各部門のキャパシティ・
コスト・レートを算出する。その後、算出したキャパシティ・コスト・レートを一旦置い
て、各部門の活動を識別する。そして、一単位の製品を生産するために所要の各活動の標
準時間を設定し、各製品の時間方程式を構築する。最後に算出したキャパシティ・コスト・
レートを用いて、製造間接費を各製品に配賦する（四角囲み部分）。 
 
図３ TDABC の計算構造 
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3.3 TDABCと ABCの差異 
前節は TDABC の構造を説明したが、本節では図１と図 3を用いて、TDABCと ABC の差
異を具体的に説明する。図 4のように ABC と TDABC の計算構造を簡略化すると、ABC では
製造間接費を資源ドライバーにより活動に配賦し、コスト・ドライバーに基づいて原価
対象に集計する構造であるのに対して、TDABCは間接費を活動に配賦せず各部門に集計
し、時間方程式により直接原価対象に配賦する。 
 
図 4 簡略した ABC と TDABC の構造 
 
 
言いかえれば、ABC では製造間接費を配賦するために、各製品を生産するために必要な
活動を全て識別し，更に同質性のある活動をまとめなければならないが、TDABC では各部
門の活動を識別するだけで充分である。Kaplan and Anderson（2007）は、TDABCでは、活
動を定義する段階を省略し、部門費を部門が遂行するいくつかの活動に配賦することも省
略する。そのため、TDABC では従来の ABC の問題点である、費用と時間を消費し、かつ主
観が入るという活動の調査業務が省略される。ABC と比較して、TDABCはコスト・ドライバ
ーを使用せず、時間という単一の尺度を選択することから、主観的にコスト・ドライバー
を選択し、多大なデータを収集し、コスト・ドライバー・レートを計算する必要がなくな
資源ドライバー 
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るため、マネージャーの仕事量が減少することが期待できる。 
Kaplan and Anderson（2004）は、あるカスタマーサービス部門の例を挙げ、具体的な計
算によって ABCと TDABCの差を明らかにしている。彼らはまず当該部門の日常の業務を顧
客からの注文の処理、顧客からの問い合わせ、顧客の与信調査三つの活動で識別し、四半
期の業務費用を 567，000ドルと仮定している。次に、ABC を実行するために、従業員のイ
ンタビューにより、三種類の活動にそれぞれ 70％、10％、20％の時間を消費していること
が明らかになった。消費された時間により、業務費用を三つの活動に配賦する。続いて、
コスト・ドライバーの選択について、ボリューム・ベースにより、オーダー数、問合せ数、
調査数の三つの尺度を選択し、各活動のコスト・ドライバー・レートを計算する。具大的
な数値は下の表 8の通りである。 
 
表 8  ABCによりコスト・ドライバー・レートの算出 
活動 消費時間
（％） 
配賦額（ド
ル） 
コスト・ド
ライバー 
ドライバー・レー
ト（ドル） 
顧客注文の処理 70 396,900 49,000 8.1 
顧客からの問い
合わせ 
20 56,700 1,400 40.5 
顧客の与信調査 10 113,400 2,500 45.36 
合計   56,700     
 
最後に、各顧客が消費した活動の数（顧客注文の処理、顧客からの問い合わせ、顧客の
与信調査）と算出したコスト・ドライバー・レートを用いて、当該部門の業務費用を配賦
すれば、各顧客のコストが分かるようになる。 
以上は ABC による費用の配賦方法であるが、次に TDABCを用いて、当該部門の業務費用
の配賦について説明する。ABCとは異なり、TDABC ではコスト・ドライバー・レートではな
く、キャパシティ・コスト・レートを用いて、間接費を配賦する。キャパシティ・コスト・
レートは以下の式によって計算される。 
 
キャパシティ・コスト・レート=供給されたキャパシティの費用/実際的キャパシティ（時
間） 
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この例では、供給されたキャパシティの費用は当該部門の業務費用は 567,000 ドルであ
ることが既に分かっている。次に実際的キャパシティを算出するために、実際の業務遂行
に使用された資源の量（時間）を測定しなければならない。例示のカスタマーサービス部
門においては、従業員が各活動を行うために時間を消費しているので、ここで実労働時間
を実際的キャパシティとして、集計することになる。当該部門の従業員数は 28人、各従業
員が毎日 7.5時間、四半期で 60日働くことを仮定する。このように計算すると、四半期で
一人あたり 27,000 分のキャパシティが利用できる。しかしながら、この中には従業員の
休憩、教育の時間が含まれるため 27,000 分が全て活動に振り分けられるわけではない。
ここで四半期における実際のキャパシティを 22,500 分と仮定し、キャパシティ・コスト・
レートは 630,000 分で 567,000 ドルを除して、0.9 ドル/分であることが分かった。 
次に、各活動の配賦率を計算するために、各活動の単位時間を見積もらなければならな
い。その見積もりは従業員のヒアリングのほか、管理者の主観的判断でも構わない。Kaplan 
and Andersonは単位時間の見積もりに対して、精度は重要ではなく、大まかで十分である
と述べている（Kaplan and Anderson，2004，ｐ．133）。表 9 は各活動の配賦率（配賦率=
単位時間*キャパシティ・コスト・レート）を示している。 
 
表 9  TDABC におけるコスト・ドライバーの計算 
活動 
TDABC のコスト・ドライバー 
単位時間（分） 配賦率（ドル） 
顧客注文の処理 8 7.2 
顧客からの問い合わせ 44 39.6 
顧客の与信調査 50 45 
（出典：Kaplanと Anderson，2007） 
 
 
続いて、統計した活動量を用いて、各活動の総時間を推測し、総コスト（総時間*キャパ
シティ・コスト・レート）を計算する。表 10 は各活動のコストを示している。この表を見
ると当該カスタマーサービス部門が生産に利用されたキャパシティは 92％
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（578,600/630,000）で、残る 51,400 分は未利用キャパシティであり、当四半期 46,260 ド
ルの費用が発生する。しかし ABC はこの 46,260 の費用が未利用キャパシティにより発生
する費用と認識されず、製品に配賦される。Kaplan and Anderson はこの点が ABCモデル
の一つの問題点であると指摘した。 
 
表 10  TDABC におけるコスト・ドライバーの計算 
活動 
単位時間
（分） 
活動量（件） 総時間（分） 
総コスト
（ドル） 
顧客注文の処理 8 49,000 392,000 352,800 
顧客からの問い合わせ 44 1,400 61,600 55,440 
顧客の与信調査 50 2,500 125,000 112,500 
  
利用されたキャパシテ
ィ 
    578,600 520,740 
未利用キャパシティ     51,400 46260 
合計     630,000 567,000 
（出典：Kaplanと Anderson，2007） 
 
最後に、製品に間接費を配賦するために、各製品の時間方程式を構築する必要がある。
当該カスタマーサービス部門の例を用いて、時間方程式を構築すれば、以下の通りである。 
 
顧客サービス時間＝８*注文の数+44*問合せ数+50*与信調査件数 
 
時間方程式により、算出した各顧客サービス時間にキャパシティ・コスト・レートを乗
じて、各顧客に配賦すべき間接費を算出することができる。 
 
3.4 TDABCのメリット 
Kaplan and Anderson (2007,pp.25)は、TDABCのメリットが 10点あると述べている。そ
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の内容を要約すると、主にモデル自体の優位性とモデル実施の簡易性の二つの面であるこ
とが分かる。 
モデル自体の優位性に関しては、主に以下の六つのメリットがある。第一に、コストを
それぞれの注文、プロセス、仕入先、顧客に関連する個別の性質を反映したドライバーを
用いることにより、取引や注文に割り当てることである。TDABC は ABC とは異なり、複数
のコスト・ドライバーを選択せず、時間という単一かつ各活動に必ず関連している尺度を
選択しコストを配賦するため、時間の変化により、業務の複雑性など各活動の性質を反映
することができる。第二は TDABCにより、業務プロセスの効率性とキャパシティの利用度
を可視化できる。その理由は TDABCが各活動の単位時間を集計することにより、業務プロ
セスの効率性が把握を可能にするためである。また投入されたキャパシティと利用された
キャパシティの差により、未利用キャパシティが簡単に計算でき、キャパシティの利用度
を明らかにすることもできる。そして、活動自体の効率性が単位時間の見直しにより簡単
に修正できるから、直近における生産の経済性をとらえるために、毎月計算し直すことが
できる。次に、TDABC では前期のキャパシティ・コスト・レートと活動の単位時間を用い
て、時間方程式を修正し、次期の予算を容易に編成できる。この点に関して Kaplan and 
Anderson(2007)は、TDABC が注文の量と複雑性の予測に基づいた資源キャパシティに関す
る予算の編成が可能となり、資源必要量を予測できると述べている。また、TDABC では活
動の単位時間の統計を行うことから、利用者が問題の根本的な原因を識別するために、有
用できめ細かい情報を提供することができる。最後に TDABC は製造間接費をコスト・プー
ルに集計する必要はないかつ従業員にインタビューすることなく、管理者自身の観察で各
尺度を決めることができる。さらにモデル自体が ABC より簡略されており、顧客、製品、
流通チャネル、セグメントおよび業務プロセスなどが複雑な業態や、多数の従業員が存在
し多額の資本支出を行っている業態にも使用することができると主張されている。 
モデル実施の簡易性については、主に四つの理由がある。一つ目の理由は容易かつ迅速
に繊細なモデルを設計することができる。すなわち、時間方程式により各製品時間を簡単
に推測でき、キャパシティ・コスト・レートによってコストも簡単に計算できる。そして、
会社全体に適用可能なソフトウェアおよびデータ・ベース技術を通じて全社モデルを容易
に設計できるということも主張した。さらに、TDABC ではコスト・ドライバー・レートが
容易に更新できる。なぜなら、二つの要素が含まれているからである。一つは供給された
資源価格、もう一つは活動自体の効率性である。供給された資源価格の変化はキャパシテ
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ィ・コスト・レートの修正であり、活動自体の効率性は単位時間の見直しにより修正でき
るため、迅速でコストがかからないメンテナンスが可能になるという点も TDABCのメリッ
トであると考えられる。最後に、Kaplan and Anderson(2007)は、TDABCが ERP と顧客関連
経営管理システムが提供するデータと統合することができると主張している。 
 
3.5 未利用キャパシティの検出 
ここで留意点を述べておきたい。Kaplan and Cooper（1998，ｐ．122）は ABCの一つの
重要な役割が未利用キャパシティの測定であることを述べたが、TDABC を提唱する際には、
Kaplan and Anderson(2007)は ABC モデルが未利用のキャパシティが存在する可能性を無
視していると指摘した。なぜそのような矛盾な結論が出るのか。本節ではこの問題の理由
について、検討したい。 
この問題を説明するために、ABC モデルと TDABC モデルがどのように未利用キャパシテ
ィを検出することを明らかにしなければならない。前述のように ABCでは以下の式を利用
し、未利用キャパシティを検出する。 
 
未利用キャパシティ(unused capacity)＝利用可能な活動（activity available）―利用
した活動(activity usage) 
コスト・ドライバー・レート＝活動に配賦した製造間接費/利用可能な活動 
未利用キャパシティ・コスト＝コスト・ドライバー・レート*未利用キャパシティ 
 
前述の受注部門の例（pp.25-27）に基づいて考えてみよう。当該受注部門が ABCモデル
を実施することにより、配賦基準が予定処理する注文数の代わりに、実際に処理した注文
数を利用し、部門費用を配賦する。そして、予定処理する注文数と実際に処理した注文数
の差が当該部門の未利用キャパシティとして捉えられ、その費用は未利用キャパシティ・
コストとして、製品には配賦しない。すなわち ABC モデルはコスト・ドライバーの測定に
より、実際に使用したコスト・ドライバーと予定されたコスト・ドライバーの差を捉えて、
未利用キャパシティを測定する。 
上記の説明によれば、ABC モデルは未利用キャパシティを確実に検出することができて
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いるように読み取れるが、なぜ Kaplan and Anderson(2007)は ABC モデルが未利用のキャ
パシティが存在する可能性を無視すると指摘したのであろうか。その理由は主に二つある。 
一つ目の理由は ABCモデルで未利用キャパシティを検出するために、必ず特別な調査を
行わなければならない。W 社の電気毛布工場（pp.11-15）の例を基にその理由を検討して
みよう。論文執筆者は ABC モデルで二つの製品の原価を計算したが、未利用キャパシティ
により発生した製造間接費は既に原価計算の第一段階として（資源ドライバーにより製造
間接費を各活動に集計する）各活動に配賦された。第二段階（集計された間接費をコスト・
ドライバーにより製品に配賦する）で特別な調査（実際に使用したコスト・ドライバー）
を行わないと、配賦した未利用キャパシティ・コストがそのまま製品に配賦されることに
なってしまう。また、特別な調査を行っても必ずしも正確に未利用キャパシティを検出す
ることが保証できない。前述の注文処理の例（pp.25-27）を挙げると、当該部門の予定注
文処理数が 1250件、実際に処理した数は 1000件、残りの 250 件が未利用キャパシティと
して扱われる。しかしながら、たとえ同じ注文処理であっても、特別な要請があり、多く
の資源が消費される場合もある。未利用キャパシティは本当に 250件といえるであろうか。 
二つ目の理由として志村（2013）は、資源レベルの測定尺度と活動レベルの測定尺度が
異なることを指摘している。ABC モデルで原価を計算する際には、様々な活動が識別され
る。ただし、各活動に含まれている全ての従業員や設備の未利用キャパシティを検出する
ことは極めて困難である。また、一つの活動に複数の費用が含まれているから、一つのコ
スト・ドライバーに対して調査を行っても、全ての費用の未利用キャパシティを検出する
ことはできない。W 社の電気毛布工場の機械作業活動においては、最初に資源ドライバー
として、労務費、減価償却費、電気代、補助材料費四つの費用がこの活動に集計された。
しかしながら、製品に配賦する時、選択する尺度は機械の作業時間である。機械がフル操
業し未利用キャパシティが 0の場合、全ての費用が製品に配賦されるべきであるが、人的
余剰により発生した労務費が未利用キャパシティと認識されることがない。すなわち、ABC
モデルはコスト・ドライバーで未利用キャパシティを測定するから、たとえ特別な調査を
行っても、検出されるのはコスト・ドライバーと関連している未利用キャパシティ・コス
トのみであって、その他の未利用キャパシティ・コストがそのまま製品に配賦されてしま
っている可能性がある。 
一方、TDABC は以下の方程式を利用し、未利用キャパシティを測定する。 
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未利用キャパシティ＝投下されたキャパシティ（時間）―需要キャパシティ 
＝投下されたキャパシティ（時間）―活動量*単位活動時間 
 
 未利用キャパシティについて TDABC と ABC では、主に四つの異なる点がある。 
まず、TDABC は製造費用を各活動に配賦しないことで、ABC のように未利用キャパシテ
ィ・コストも含んで配賦してしまう問題を回避した。そして、TDABC は時間という単一の
基準を使用し、資源レベルの測定尺度と活動レベルの測定尺度を統一することができるよ
うになる。また、時間は全ての費用の発生と関連しているから、時間という基準を選択す
れば、全ての未利用キャパシティを検出することができる。最後に、TDABC は実際に使用
したキャパシティではなく、予定の単位活動時間と活動量により需要キャパシティを尺度
として製造間接費を配賦するため、ABC のように数多くのコスト・ドライバーを調査する
必要はなく、単位活動時間と投下されたキャパシティを調査すれば、簡単に未利用キャパ
シティを検出することができる。 
 
3.6 TDABCの問題点 
TDABC は Kaplan and Anderson(2007)が主張したように ABC の全ての問題点を克服し、
容易に実施できる新しい原価計算方法であろうか。TDABC の問題点に対しても、議論がな
されている。例えば志村（2013）は DABC に関して六つの疑問点を提示している。第一に、
各活動単位時間の調査について Kaplan and Anderson は、従業員のヒアリングまたは管理
者の直接観察によって集計し、精度は重要ではないと述べたが、このような大まかな見積
もりで計算された未利用キャパシティが信頼できる尺度かどうかが疑問視されるという
点である。第二に、TDABC では固定費を部門に集計し、修繕部門のように材料を消費する
場合、変動費も資源コストに混入し、実際的キャパシティで除してレートを求めることに
より、変動費を固定費化していると指摘している。第三に、例示の受注部門（pp.25-27）
の活動について資源は共通であったが、異なる資源を消費する場合、または従業員により
遂行する活動にバラツキがある場合、TDABC はどのように実行されるべきかという点であ
る。第四に、未利用キャパシティは固定費ら生じるものであるから、時間給制またはパー
ト比率の高い部門に対して未利用キャパシティの検出ができない。第五に、実残業時間は
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どのように処理すべきか（例えば残業により実際に利用したキャパシティが予定のキャパ
シティに超える場合、TDABC がどのように解決すべきか）。最後に、活動が継続的に遂行さ
れるのではなく、時間帯により繁忙時間と閑散時間がある場合に、時間方程式にいかに反
映すればよいのか。 
伊藤（2007）は TDABCに対して、三つの問題点を指摘している。一つ目の問題点は、TDABC
は ABC のいくつかの複雑なプロセス（製造間接費を活動に集計する、コスト・ドライバー）
を省略したために、ABC と同じように活動量を別途把握する必要がある。第二に、活動一
単位当たりの処理時間を調査するプロセスに対して依然複雑と感じられる点を挙げてい
る。第三の問題点は、TDABC は未利用キャパシティを検出することができるが、原価情報
からその低減に直接つながる有効な指針を引き出すことはできないということである。ま
た、TDABC の活動量を全て時間に集約し、把握するという核心的なものに対して、斬新感
がないと指摘された。この観点について筆者も同感である。すなわち、ABC の有するコス
ト・ドライバーにより製品と消費した資源の間の因果関係を表すという画期的な機能を放
棄しているである。 
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第４章．ケース分析 
 Kaplan and Anderson（2007）により、2006 年までに TDABC モデルが 既に 200 社以
上の会社に導入されている。ここまでで、TDABCの基礎的な理論を説明したが、本章では、
TDABC を導入した二つの中国企業の例を紹介し、実務上でどのように TDABC システムを構
築するかを説明する。以下の記述については、A企業は王満，戴杏花（2013）から，B企業
は劉海潮，王磊（2012）から必要な部分を抜粋している。特に断りがない限り，データや
プロセスの説明は王満・戴杏花（2013）と劉海潮・王磊（2012）によるものである。 
 
4.1 A企業 
4.1.1 企業背景： 
A企業は 80年代に設立され、主要な製品は主に玩具と文房具である。A企業の日常業務
は、主に玩具・文房具の設計、製造、組立である。取引先は中国国内市場だけではなく、
アジア諸国と欧米にも輸出を行っている。A企業は本来伝統的な原価計算を行っていたが、
2008年以来、市場環境の変化により、競争が激しくなった。その結果、A企業のコストは
40％上昇した一方、売上は約 20％下落した。そのような外部環境の変化に対応するために、
A 企業は TDABC モデルの導入によって、自社の内部プロセスを改善し、利益率と生産効率
性を向上することを望んでいた。 
 
4.1.2 実施原則 
新しいシステムの導入は企業に利益をもたらす一方、リスクを発生させる可能性がある。
そのリスクを最小限にコントロールするために、A 企業が TDABC を導入する際に、四つの
原則を定めた。第一は重要性原則で、コストが最も高いあるいはボトルネック作業を有す
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る部門から優先的に TDABC モデルを導入するといった考え方である。 
第二の原則は、簡易化原則である。TDABC を導入する際に、容易に収集できる時間を選
択し、時間方程式を構築する。そして実施の効果と日常の観察により、時間方程式を改善
していくということである。 
第三はリスク回避の原則である。TDABC モデルの導入により発生可能なリスクを最小限
にコントロールするために、一つの部門から導入し、実施しながら実務上で発生可能な問
題点をチェックし、モデルを改善し続ける。そして当該部門の導入が成功した後、全社で
TDABCを導入する。 
最後の原則は利益志向である。新しいシステムの導入により、必ずコストが発生するが、
そのコストがどのぐらいの利益をもたらすことができるかという問題を意識しなければ
ならない。A企業が TDABを導入する時、既に導入コストを予測していた。実際に導入する
際に発生するコストが予測を遥かに超える場合、その時点で新システムの導入を放棄すべ
きだと定められた。 
 
4.1.3 TDABC の導入 
A 企業は四つのステップにより、TDABC モデルを導入した。図 4 は A 企業の TDABC の導
入のプロセスを示している。 
 
図 4 TDABC モデルの導入プロセス 
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（王満・戴杏花, 2013, pp. より論文執筆者作成） 
 
第一段階として、各部門の業務を分析する。TDABC を実施するために、各部門の活動を
識別しなければならない。活動が識別された後、各活動の単位時間と活動量を調査する。 
第二段階で、必要なデータを収集する。A 企業は二つのシステムから TDABC を展開する
ために必要なデータを収集する。ERP システムから、各活動の単位時間と活動量を調査す
る。そして、財務システムを利用し、各部門のコスト情報を集計する。第三段階は TDABC
モデルの構築である。すなわち、第一段階と第二段階のデータを利用してキャパシティ・
コスト・ドライバーを算出し、時間方程式によって各製品に配賦する。最終段階は TDABC
の結果に基づいて、業績を管理する。 
TDABC を成功に導入するために、A 企業は特別な実施チーム編成した。このチームのリ
ーダーは A企業の副社長で、財務部門、マーケティング部門、サービス部門など、各部門
の中から１、２名程度のマネージャーが選出され、チームを構成している。このチームの
中心メンバーは５名で、副社長、財務部門のマネージャー２名および IT 部門のマネージ
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ャー２名である。 
A 企業は TDABC を実施する前に、約 2 ヶ月をかけ自社の財務システムを整備した。その
内容は主に二つである。一つは、各コストを部門別に分類することである。もう一つは構
造化な会計項目を設定するために、全ての会計科目を部門ごとに再構成することである。
（システムにおける会計科目を XXXX－XX の構造で設定する。前の四つの数字は財務報告
科目で、後ろの二つは部門番号である。例えば受注部門を 01と設定したとすると、受注部
門で発生する労務費は 6100－01、福利厚生は 6200-01という要領で各部門において発生す
る費用を設定する）。これらの会計システムの整備により、各コストがどの部門で発生した
かの追跡が容易になった。 
全ての準備が完了した後、TDABC を正式に部門に導入することとなった。A 企業は部門
別に TDABC を展開する予定であったため、以下では受注部門を例として、TDABC の実務上
の展開を説明する。前節で TDABC の計算フローを説明するために、 Kaplan and 
Anderson(2007)の受注部門の例を挙げたが、極めて簡単な説明であり、データの収集方法
や、利用方法などの問題は詳しく説明されていなかった。ここでは A 企業の例を用いて、
具体的な実施プロセス、特に効率的に TDABC を実施するために必要なデータをどのように
収集するかを説明する。 
A 企業が受注部門で TDABC を実施するプロセスは主に四つである。まず受注部門の各作
業を識別し、各活動のドライバーを確定する。次に受注部門全体のコストを集計し、コス
ト・キャパシティ・ドライバーを計算する。そして、時間方程式を構築する。最後に、各
顧客あたりコストを計算する。 
表 9 は、当該受注部門の活動と活動ドライバーを示している。そして、時間方程式を構
築するために、X１から X13 まで、13 個の変数を設定した。各活動の単位当たり時間は、
ERPシステムのデータを用いて、集計する。 
 
表 9 受注部門の活動 
活動 ドライバー 単位当たり時間 変数 
受注を受ける 注文数 2min X1 
与信調査 調査数 30min X2 
顧客情報登録 お客様数 10min X3 
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ERP システムに入力 製品数 2min X4 
価格情報調査 製品数 4min X5 
棚卸調査 製品数 2min X6 
受注を確定 注文数 3min X7 
特別包装 書類数 5min X8 
緊急注文手配 注文数 8min X9 
運送準備 製品数 3min X10 
海外注文手続き 製品数 3min X11 
海外注文証明 製品数 3min X12 
問い合わせ対応 問い合わせ数 5min X13 
（王満・戴杏花, 2013, p.26 ） 
 
受注部門の各活動を識別した後、部門のコスト・キャパシティ・ドライバーを計算する。
コスト・キャパシティ・ドライバーを計算するために、受注部門のコストと利用可能なキ
ャパシティを先に計算しなければならない。そこで、A 企業の財務システムのデータによ
り、当該受注部門のコストを集計する。具体的なデータは、表 10に示した通りである。 
 
表 10 受注部門のコスト 
科目 コスト（元） 
従業員給与 84,000 
オフィス賃金 12,000 
雑費（訓練、出張） 12,000 
水道電気料金 3,200 
IT部門から配賦された間接費 22,000 
人事部門から配賦された間接費 9,600 
合計 142,800 
（王満・戴杏花, 2013, p.26 ） 
 
当該受注部門には 12 名の従業員がいる。一人あたり毎日の勤務時間は 8 時間（480 分）
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で、その中から食事、会議などの時間（約 15％）を控除すると、一人ごとの勤務時間はお
よそ 408 分である。毎月の稼働日が 20 日であるとき、実際に利用可能な時間は 8,160 分
である。次に、これら二つのデータを利用して当該受注部門のコスト・キャパシティ・ド
ライバーを求めると、1.46 元/分（142,800/8,163）と計算される。 
コスト・キャパシティ・ドライバーを計算した後、表 11 のデータを活用し、時間方程式
を構築すれば、以下の通りである。 
 
注 文 処 理 時 間 (min)=2X1+30X2( 新 規 顧 客 )+10X3( 新 規 顧 客 )+2X4+4X5( 新 製
品 )+2X6+3X7+5X8(特殊な仕様 )+8X9(緊急注文 )+3X10+3X11(海外注文 )+3X12(海外注
文)+5X13 
 
ここで、当該受注部門の未利用キャパシティを計算する。表 11は、計算の結果を示して
いる。 
 
表 11 A企業の TDABC の実施結果 
活動 単位当たり
時間（分） 
活動量 総時間（分） コスト（元） 
受注を受ける ２ 1,920 3,840 5,606.40 
与信調査 30 6 180 262.80 
お客様情報登録 10 5 50 73.00 
ERP システムに入力 ２ 6,450 12,900 18,834.00 
価格情報調査 4 460 1,840 2,686.40 
棚卸調査 ２ 5,990 11,980 17,490.80 
受注を確定 3 1,920 5,760 8,409.60 
特別包装 5 220 1,100 1,606.00 
緊急注文手配 8 273 2,184 3,188.64 
運送準備 3 4,257 12,771 18,645.66 
海外注文手続き 3 4,300 12,900 18,834.00 
海外注文証明 3 2,580 7,740 11,300.40 
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問い合わせ対応 5 3,840 19,200 28,032.00 
合計 80 32,221 92,445 134,969.70 
キャパシティ   97920 142,800 
未利用キャパシティ   5475 7,830.30 
未利用キャパシティ
割合 
  5.6％ 5.6％ 
（王満・戴杏花, 2013, p.27 ） 
 
この表から、A企業受注部門の利用可能キャパシティは 97,920 分、総コスト 142,800元
で、実際に利用したキャパシティは 92,445 分で、残りの 5,475 分が未利用キャパシティ
として、全体の 5.6％を占めている。 
 
4.1.4 ERPシステムと TDABCの連携 
Kaplan and Anderson（2007）は、TDABC が実施するために必要なデータが ERPシステム
から簡単に入手できると述べているが、伊藤（2007）は各活動一単位当たりの時間を調査
することが依然として複雑であると反論している。A 企業ではどのように TDABC のデータ
を効率的に ERPシステムから入手したのか。 
A企業が効率的に TDABCのデータを ERPシステムから入手できるように、IT 部門でデー
タ導入ソフトウェアを開発した。表 12 は TDABC の導入に必要なデータが ERP システムの
どの部分から収集されたかを示している。 
 
表 12 TDABC データの導入 
TDABC ERPシステム  
資源コスト ERP財務報告システム キャパシティ・コスト・
レート 勤務時間・給与 ERP HRシステム 
活動データ ERP情報管理システム コスト・ドライバー 
 
TDABCシステムが必要とするデータは、主にERPシステムの三つの部分から収集できる。
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各部門の資源コストは、ERPシステムの財務システムから収集する。各従業員の勤務時間・
給与などは人事システムから収集する。これら二つのデータはキャパシティ・コスト・レ
ートの算出に関連している。また、各活動のデータ（単位当たり時間、活動量）は情報管
理システムから収集する。 
テータの収集に関連して、いくつか注意すべき点がある。第一に、ERP システムの各フ
ァイルの間の関連性についてである。データを簡単に TDABC システムに導入できるように
するために、各ファイルに必ず関連ワードを設定する必要がある。第二に、財務情報シス
テムには、前もって会計科目を設定した時と同じ部門番号で各コストの情報を入力しなけ
ればならない。これを徹底することによって、各部門の費用明細を自動的に作成できるよ
うになる。人事システムについても同じ部門番号で費用を集計し、定期的に更新する必要
がある。そして規定の割合で実際のキャパシティを計算する。また、こレラ二つのデータ
がコスト・キャパシティ・レートに影響するから、外部の経営環境に応じて常に更新する
ことも重要である。 
それ以外には、新しい活動の追加および管理を容易にするために、ERP システムの各プ
ロセスと活動に番号をつけ、各ファイルの内容を可能な限り詳細に記録する必要がある。 
表 13は、A企業が整備したの ERP システムの詳細を示している。 
 
表 13  整備された ERPシステム 
ファイル ルート データ量 関連ワード 
会計科目 財務システム 220 科目、科目描述、金額 
人事ファイル 人事システム 22 部門番号、部門名称、人
数、労働時間、実際キャ
パシティ 
顧客ファイル 顧客管理 28 顧客番号、営業者番号、
契約内容、新規登録期
日、国家、最初の注文の
期日、取引場所 
注文ファイル 注文主ファイル 1920 顧客番号、注文番号、注
文期日、渡す期日、入金
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期日、運送方式、取引場
所、販売国 
注文項目ファイル 注文明細ファイル 6450 注文番号、製品番号、計
量単位、数量、単価、金
額、コスト、運送費用、
包装方式 
製品ファイル 製品主ファイル 3520 顧客番号、製品番号、倉
庫番号、計量単位、包装
方式、単価、貨幣単位、
入力日，生産準備期 
棚卸ファイル 倉庫管理 9860 製品番号、倉庫番号、計
量単位、数量、包装方式 
（王満・戴杏花, 2013, p.27 ） 
 
図 5は A企業がどのように ERPシステムから TDABCシステムにデータを導入するプロセ
スを表している。このように、A 企業が関連ワードにより自動的に ERP システムからデー
タを TDABC システムに集計され、実際キャパシティと消費されたコストを計算する。そし
て両システムの差異を分析し、業務プロセスの改善策を立案するのである。 
 
図 5  データ導入のプロセス 
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4.1.5 事例の分析：導入の成果 
A 企業は受注部門が導入に成功したのちに、他の部門にも TDABC を導入した。そして、
全社的に TDABC を導入したことにより、以下の三つの問題点を発見した。第一に、A 企業
の最大の取引先である M 企業の貢献利益が少ないということ判明した。M 企業との取引は
A企業全体売上高の約 70％を占めていたが、同時に多大な時間が消費していたため、高い
コストが発生していた。利益率が最も高いと認識されていたスマート地球儀が実際には最
も収益性が低い製品であることが明らかになった。このような事態が発生した理由は二点
ある。一つはスマート地球儀自体の不良率が高いこと、もう一つは、この製品の付属品の
追加受注生産（一回当たりの生産量は少なく、頻度が高い）により、原材料を常に倉庫に
保存し、少量の製品を配送しなければならないことである。結果として、追加棚卸費用と
配送費が多額に発生してしまっていた。 
結果から見れば、TDABC は A 企業が伝統的な原価計算を行なっている際には見出せなか
った問題を発見し、コスト管理に貢献した。A企業のケースは TDABC は活動の識別により、
費用がどこで発生することが明確にすることを示した。例えばスマート地球儀の付属品の
生産、保管、配達で多大なコストが発生することが検出された。また、時間という共通尺
度の選択により、コストの配賦が正確になった。 
 
4.2 B企業 
 前節では一つの部門で TDABCを導入する例を挙げたが、物流企業において全社で TDABCを
導入した事例を紹介する。更に TDABC に基づいて、二つの契約に基づくコスト計算を説明
する。 
 
4.2.1企業背景 
 B企業は 2005 年に設立された物流企業として、主にサード・パーティー・ロジスティク
ス (third-party logistics、以下 3PLと呼ぶ)サービスを提供している。合計 50名の従
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業員を雇用しており、トラック 5台、フォークリフト，スタッカーなどの設備 10 台、1000
平方メートルの倉庫を二棟保有している。さらに、三棟の倉庫を借用している。 B 企業
は元来 ABC を用いてコストを計算していたが、三つの問題により、ABC を廃止した。第一
に、ABC はデータを収集するために従業員に対してヒアリング調査を繰り返しなければな
らず、多大な費用が発生するためである。そのコストを削減するために、ABC が導入した
後モデルが更新されていなかった。それゆえ、計算されたコストが実際のコストと乖離し
ていた。第二に、ABC モデルは同一の活動が消費された資源が同じであるという前提が置
かれているが、それはしばしば実態と乖離し、B 企業のような物流企業の異なる注文に対
しての差異を反映できない。第三に、ABC は従業員のインタビューによりデータを収集す
ることから、自分の手待時間を正確に記録し報告する従業員はほぼない（自分の評価に影
響するから）。それゆえ、未利用キャパシティを正確に計算することができず、企業の業務
改善に役に立たない可能性が高い。 
 以上の問題意識に基づいて、B企業がTDABCの導入を選択した理由は以下の三点である。
第一に、TDABC モデルが物流企業の多様な注文に容易に対応できることである。新しい活
動が増加しても、その都度従業員に調査を実施する必要がない、マネージャーが過去のデ
ータと経験により単位当たり活動時間を予測することができる。第二に、時間方程式によ
り多様な注文の特徴に対応させることができるため、各注文のコスト・ビヘイビアへの影
響を把握できる。最後に、TDABC ではコストを計算する際に、従業員の手待時間と設備の
有休時間が排除されるため、未利用キャパシティの検出ができるということである。 
 
4.2.2 TDABC の導入 
 物流企業における甲と乙の二つの契約を原価計算の対象として、TDABC の利用方法を説
明する。甲契約は食品工場との間で、生産した商品を B 企業の倉庫に運送し、B 企業が商
品の保存と小売店への配送サービスを提供する契約である。乙契約は革靴工場との契約で、
内容は生産した革靴を B 企業の倉庫に運送し、B 企業が商品の保存と店頭までの運送サー
ビスを提供する。 
 二つの契約を履行するために関連する B企業の部門は、受注部門と倉庫部門と運送部門
の三つである。受注部門の業務は主に顧客注文の処理と顧客からの問い合わせの対応であ
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る。倉庫部門の業務内容は入庫のチェック、在庫の管理と出荷の準備である。そして運送
部門は棚卸商品の配達を行う。 
TDABC を実施するために、まずは各部門の活動とサブ活動を確定しなければならない。
表 14 は B企業の各部門の活動を示している。 
 
表 14  部門及び活動 
部門 活動 サブ活動 
 
 
受注部門 
 
顧客注文処理 
注文情報入力 
顧客データ入力 
緊急注文準備 
確定書類作成 
問い合わせ対応 電話問い合わせ対応 
ネット上問い合わせ対応 
 
 
 
 
 
 
倉庫部門 
 
 
 
入庫前の準備 
倉庫の配分 
商品情報の入力 
商品の検査 
商品の返品処理 
サイン 
入庫管理 荷降ろし 
倉庫まで運搬 
在庫管理 商品メンテナンス 
 
 
出荷準備 
出荷書類のプリント 
フォークリフト運転 
コンベアベルトに運送 
トラックに運送 
包装 
最終検査 
運送部門 配達 配達 
（劉海潮・王 磊, 2012, p.198   ） 
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 活動が確定した後、財務システムから、各部門のこの二つの契約に対してのコストを集
計した。集計の結果、各部門のコストはそれぞれ受注部門 21,965元、倉庫部門 32,075 元、
配達部門 133,200 元であることが判明した。 
次に、各部門の労働時間を計算する。B 企業の受注部門には４名、倉庫部門には６名い
る、運送部門には６名の従業員が配置されている。一人あたりの勤務時間は８時間で、毎
月 22 日勤務する。マネージャーの主観的な判断により、受注部門と倉庫部門の実際に利
用可能なキャパシティ率を 80％、配達部門は天気、運送状況などの条件によって 70％と
して仮定した。これらのキャパシティ率基づくと、三つの部門の利用可能なキャパシティ
はそれぞれ受注部門（60*4*8*22*80%）33,792 分、倉庫部門（6*5*8*22*80%）42,240 分、
配達部門（60*6*8*22*70%）44,352 分となる。 
 集計した各部門のコストを用いて、各部門のコスト・キャパシティ・レートを計算する
と、結果は受注部門（21,965/33,792）0.55 元/分、倉庫部門（32,075/42,240）0.76元/分、
配達部門（133,200/443,522）３元/分であることが分かる。 
 次のステップでは、各活動を細分化したサブ活動の時間ドライバーを確定して、単位当
たり活動時間を集計し、コストを配賦するために、時間方程式を構築する。表 15 は、各活
動の時間ドライバーと各サブ活動の単位当たり時間を表している。更に各時間ドライバー
を X１から X15まで変数を設定した。 
 
表 15  時間ドライバー 
活動 サブ活動 時間ドライバ
ー 
甲―単位
当たり時
間（分） 
乙―単位
当たり時
間 
変数 
 
顧客注文処
理 
注文情報入力 注文数 10 10 X１ 
顧客データ入力 新規顧客 5 5 X２ 
緊急注文準備 緊急注文 8 8 X３ 
確定書類作成 書類確認の有
無 
15 15 X４ 
問い合わせ 電話問い合わせ 問い合わせ回 10 10 X５ 
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対応 対応 数 
ネット上問い合
わせ対応 
ネット上の対
応が必要かど
うか 
15 15 
 
X６ 
 
 
入庫前の準
備 
倉庫の配分 商品運送回数 3 3 X７ 
商品情報の入力 商品運送回数 5 5 X７ 
商品の検査 商品数（パッ
ク） 
1 1 X８ 
商品の返品処理 返品があるか
どうか 
5（事前に
約束し
た）/15
（約束し
なかっ
た） 
5（事前
に約束し
た）/15
（約束し
なかっ
た） 
X９/X10 
サイン 商品運送回数 1 1 X７ 
入庫管理 荷降ろし 商品運送回数 15 10 X７ 
倉庫まで運搬 商品運送回数 50 40 X７ 
在庫管理 商品メンテナン
ス 
メンテナンス
回数 
40 30 X11 
 
 
出
荷準備 
出荷書類のプリ
ント 
出荷準備回数 1 1 X12 
フォークリフト
運転 
出荷準備回数 2 2 X12 
トレイに運送 出荷商品数 0.25 0.15 X13 
トラックに運送 パレットの数 10 10 X14 
包装 包装が必要な
トレイの数 
5 5 X15 
最終検査 出荷準備回数 3 ３ X12 
運送 配達 配達回数 15000（合 24000 ― 
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計） （合計） 
（劉海潮・王 磊, 2012, pp.200-201 に基づき、論文執筆者作成） 
 
 
表 14 のデータによって、B企業の部門の活動の時間方程式が構築できるようになる。表 15
は甲契約と乙契約における、各活動の時間方程式を示している。 
   
表 15  甲と乙契約に対して各活動の時間方程式 
部門 活動 時間方程式―甲 時間方程式―乙 
受注部
門 
顧客注文
処理 
T＝10X１+５X２+８X３+15X４ 
問い合わ
せ対応 
T＝10X５+15X６ 
倉庫 入庫前の
準備 
T＝（3+5+1）X７+ X８+5X９+15X10 
入庫管理 T＝（15+50）X７ T＝（10+40）X７ 
在庫管理 T＝40X11 T＝30X11 
出荷準備 T＝（1+2+3）X12+0.25X13+10X14+5 
X15 
T＝（1+2+3）
X12+0.25X13+10X14+5 X15 
運送部
門 
配達 15000（合計） 24000（合計） 
（劉海潮・王 磊, 2012, pp.200-201 に基づき、論文執筆者作成） 
 
 各活動の時間方程式が構築された後、各時間ドライバーを確定する。B 企業は自社の財
務システムと記録された情報から、必要なデータを収集した。表 16は、集計された各時間
ドライバーの数を示している。 
 
表 16  時間ドライバー数 
活動 サブ活動 時間ドライバー 甲 乙 
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顧客注文処
理 
注文情報入力 注文数 610 690 
顧客データ入力 新しい顧客であるか 55 18 
緊急注文準備 緊急注文であるか 120 142 
確定書類作成 書類確認が必要であ
るか 
35 12 
問い合わせ
対応 
電話問い合わせ
対応 
問い合わせ回数 120 160 
ネット上問い合
わせ対応 
ネット上の対応が必
要かどうか 
40 60 
 
 
入庫前の準
備 
倉庫の配分 商品運送回数 55 65 
商品情報の入力 商品運送回数 55 65 
商品の検査 商品数（パック） 60 60 
商品の返品処理 返品があるかどうか 6（約束あ
る）/2（約
束がない） 
3（約束あ
る）/2（約
束ある） 
サイン 商品運送回数 55 65 
入庫管理 荷降ろし 商品運送回数 55 65 
倉庫まで運搬 商品運送回数 55 65 
在庫管理 商品メンテナン
ス 
メンテナンス回数 5 8 
 
 
出
荷準備 
出荷書類のプリ
ント 
出荷準備回数 135 150 
フォークリフト
運転 
出荷準備回数 135 150 
トレイに運送 出荷商品数 135 150 
トラックに運送 トレイの数 9,910（合
計） 
9,100（合
計） 
包装 包装が必要なトレイ
の数 
50 20 
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最終検査 出荷準備回数 135 150 
運送 
 
配達 配達回数 15,000（合
計） 
24,000（合
計） 
（劉海潮・王 磊, 2012, pp.200-201 に基づき、論文執筆者作成） 
 
表 15で構築した時間方程式と表 14のデータを利用し、各変数に具体的なデータで代入
し、甲契約と乙契約の各活動の時間が計算できるようになる。表 17 はその計算結果を示
している。 
 
表 17  各活動の時間 
部門 活動 甲（分） 乙（分） 
受注部門 顧客注文処理 7,860 8,306 
問い合わせ対応 1,800 2,500 
合計 9,660 10,806 
倉庫部門 入庫前の準備 3,865 4,540 
入庫管理 3,575 3,250 
在庫管理 200 240 
出荷準備 9,910 9,100 
合計 17,550 17,130 
運送部門 配達 15,000 24,000 
（劉海潮・王 磊, 2012, pp.200-201 に基づき、論文執筆者作成） 
 
ここまで計算されたデータを用いて、コストを各活動に配賦し、B 企業の二つの契約の
コストを算出することができるようになる。表 18 は甲契約と乙契約のコストとキャパシ
ティを示している。 
 
表 18  甲、乙契約のコスト配賦 
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部門活動 コスト・キャパ
シティ・レート 
甲契約 乙契約 総コスト 
総時間 コスト 総時間 コスト 
受注 0.65 9600 6279 10806 7023.9 13302.9 
倉庫 0.76 17550 13338 18330 13930.8 27268.8 
運送 3.00 15000 45000 24000 72000 117000 
利用可能なキ
ャパシティ 
 120384 分 187240 
実際に使用し
たキャパシテ
ィ 
 42210 分 53136 分 157571.7 
未利用キャパ
シティ 
 25038 分 29668.3 
（劉海潮・王 磊, 2012, p.201） 
 
要約すれば、B 企業が甲契約を完成するために、42,210 分の時間が消費された。乙契約
を完成するために、53,136 分の時間が消費された。そして、利用可能な 120,384分と比較
して、25,038 分の未利用キャパシティが発生し、およそ 29,668.3 元の余剰コストが発生
していることが分かる。表 19は各部門のキャパシティ利用率を表している。 
 
表 19  キャパシティ利用率 
部門活動 実際に使用したキャ
パシティ 
利用可能なキ
ャパシティ 
未利用キャパ
シティ 
利用率 
受注 20466 33792 13326 60.56％ 
倉庫 35880 42240 6360 84.94％ 
運送 39000 44352 5352 87.93％ 
合計 95346 120384 25038 79.20％ 
（劉海潮・王 磊, 2012, p. 202） 
 
この表から見れば、B 企業の三つの部門の全体のキャパシティ利用率は 79.2％である。
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中でもキャパシティ利用率が最も高いのは運送部門の 87.93％で、一番低いのは受注部門
の 60.56％であることが分かる。このデータを利用して、B 企業は自社が抱える問題を発
見でき、どの部分が改善すべきかを把握できる。 
 
4.2.3 事例の分析：TDABCの優位性 
 Kaplan and Anderson(2007)は TDABC モデルが顧客、製品、流通チャネル、セグメントお
よび業務プロセスなどが複雑な業態や企業で適用できると主張した。B 企業の例は ABC に
比べ TDABC が物流企業に良い効果をもたらしたことを示した。その理由は、伝統的な ABC
モデルは一度識別した活動の消費資源が同じと仮定することから、活動の内容が変化する
のに応じてモデルを更新する必要があり、そこに多大な時間とコストを割かなければなら
ない。この特性によって ABCによる原価計算は、物流企業など各活動が顧客との契約によ
り大きく変化した企業の実際の状況を反映できない。 
 一方、TDABC は識別された各活動をより深く分析し、各活動を影響する要素をサブ活動
ととらえて、変数を設定し、更に時間方程式の構築により、柔軟に各活動の変化を反映さ
せることができる。B 企業の例では、注文処理、問い合わせ対応、入庫前の準備、入庫管
理、在庫管理、出荷準備、配達の七つの活動を識別した上で、更にこの七つの活動を構成
する 21 個のサブ活動を識別した。例えば問い合わせ対応の活動には、電話からの問い合
わせとネットからの問い合わせ二つのサブ活動がある。この二つのサブ活動は変数として
とらえてられ、問い合わせ対応という活動に影響する。 
 このケースは、TDABC は物流企業への導入が可能であることを明らかにした。その理由
は主に二つある。一つ目の理由は TDABCが時間という尺度を選択し、簡単に全社でモデル
を構築することができる点である。従業員に対するインタビューの時間を省略し、モデル
の更新を簡単に実施できる。二つ目の理由は時間方程式により、物流企業の各活動の影響
要素を判別し、消費された時間を正確に反映させることができる点である。それゆえ、伝
統的原価計算と ABC により正確な原価情報を入手できる。最後、未利用キャパシティの検
出により、改善すべき部門が特定できる。 
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5. TDABCと他の管理方式の併用 
５．１ TDABC と他の管理方式の併用の必要性 
二つのケース分析から、TDABC が実際に企業に導入することが可能であることを論じて
きたが、TDABC を企業に導入するだけで、その効果が確実に得られるわけではない。伊藤
（2007）指摘した通り、TDABC は企業の未利用キャパシティを検出できるが、どのように
改善すべきかという指針を提供するわけではないからである。 
B 企業の例が示す通り、TDABC の導入によって三つの部門のキャパシティ利用率をはっ
きり把握することはできるが、具体的にどのプロセスが改善すべきか明確になったわけで
はない。ABCと同様に、TDABC も一つ一つの活動に注目し、活動間の関係または全体の構成
が意識されていない。つまり、たとえ一つの活動を改善したとしても、部門や企業全体と
して効率性が向上するかどうかは明白ではない。この点も TDABCモデル自体の一つの問題
点だと考えられよう。 
他にも、李（2016）は、TDABC は完全なシステムではないと指摘している。その理由と
して、Kaplan and Anderson(2007)は TDABC の事前の段階のコントロール（TDABB：プロセ
ス効率性と活動量の予測により、コストを推定する）を説明しているものの、実施途中で
環境の変化をどのようにタイムリーに報告するかが一つの問題であると述べている。すな
わち、TDABC は時間方程式に通じて、環境の変化により発生するコストと活動量の変化を
製品の最終的なコストに反映させることができるが、利用されるのは歴史的なデータであ
り、リアルタイムな情報の提供ができない。つまり、TDABC は単なる一つの原価計算技法
に過ぎず、その問題を解決するために、実施する際にはプロセスに対しての監察とフィー
ドバックが極めて重要だと指摘した。 
以上の問題点を踏まえて、TDABC 自体の問題点を克服し、そのメリットを最大限に発揮
するために、他の管理方式との併用が重要であると筆者は考える。 
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５.２ TDABCと他の管理方式の併用の可能性 
Kaplan and Anderson（2007）は TDABC と他の管理方式の併用によって、TDABC の管理可
能な範囲を広げることができると指摘した。TDABC と他の管理方式の併用については、様々
な研究が行われている。 
例えば、陳（2010）は TDABCとリーン・マネジメントの併用可能性を指摘している。リ
ーン・マネジメントは 20世紀 80年代のトヨタのリーン生産方式から提唱された管理会計
手法である。最初にリーンという言葉が提示されたのは”The Machine that Changed the 
World”(Womack and Jones, 1990)という本である。リーン生産の核心的な思想は、継続
的な改善（例えば JIT、自動化）により、会社の無駄を排除することである。陳（2010）に
よれば、TDABC の実施がリーン生産に要求される製品価値の正確な定義を実現し、更に活
動の識別と細分化により、非付加価値活動の排除に貢献する。また、TDABC の実施により
計算された未利用キャパシティが、リーン・マネジメントの実施企業に対してどのような
効果をもたらすかを判断するために必要な指標になることも指摘している。 
易他（2015）は、TDABCと Total Budget Management との併用について説明している。
彼らの主張によれば、Total Budget Managementには三つの問題点が存在している。第一
に、組織戦略と各プロセスが連動しないことにより、戦略の説明が難しくなるという問題
点がある。第二に、予算計画は多くの場合過去のデータにより編成され、資源利用率が考
量されていない、組織の継続的な改善に役に立たないことが問題である。最後の問題点は、
伝統的な予算管理では、企業が予算によって資源を部門に分配した後の業績管理を十分に
行うことができないことである。 
TDABCの実施により、企業が業務プロセスに基づいて活動を確定し、未利用キャパシテ
ィを分析することができる。それにより、無駄な活動が予算の編成段階で排除できるた
め、継続的な改善に役に立つ。さらに、TDABCの実施により生産プロセスが明確になるた
め、企業がプロセスの改善を中心に、予算を編成することが実現できる。図6は、TDABC
とTotal Budget Managementの実施プロセスを示している。 
 
 
図6  TDABCとTotal Budget Managementの実施プロセス 
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（易他, 2015, p.154） 
 
5.3 TDABCと TOC 
5.3.1 TOC理論 
TDABC といくつかの管理方式の併用について前節で論じたが、本節では TDABC と制約条
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件の理論（Theory of constraints、以下 TOCで呼ぶ）の併用について詳しく説明したい。 
 最初に TOCを提唱したのはイスラエルの物理科学者 Eliyahu M ．Goldratt である。彼
は 2001 年に「The Goal」という本を出版し、小説の形で、ビジネスの手法をアピールし
た。 
 TOCを説明するために、まずこのシステムの目的を明確にしなければならない。Goldratt
（2001）は、会社の目標は利益の最大化であると述べた。それを実現するために、三つの
指標を KPI として管理する手法を提唱した。すなわち、スループット、在庫、および業務
費用である。 
佐藤（2005）はこの三つの指標を以下のように説明している。スループットとは販売を
通じて、収益を生み出す割合である。生産したものの販売されていない場合、スループッ
トは認識されない。在庫は販売しようとするものを購入するために投資したすべての支出
である。また、業務費用は在庫をスループットに変えるために発生するコストである。三
者の関係を図で説明すれば、図 7に示す通りである。 
 
図 7  スループット、在庫、業務費用の関係 
 
 
 
 
Goldratt（2001）はこれら三つの指標の改善により、企業の業績が向上できると主張し
ている。三つの指標には優先順位があり、最も重要な指標はスループットである。その次
は在庫で、最後は業務費用である。その理由については、稲垣（1997）が二つ述べている。
業務費用および在庫と比較して、スループットの増大は理論上限界がないということであ
る。すなわち、在庫と業務費用はいくら削減しても、0 以下にはできないが、スループッ
トの増大はそのような限界がない。また、業務費用より在庫が重視される理由は、仕掛品
が顧客への対応の柔軟性と関連しているため、第二の位置を付けた。 
 
業務費用 
スループット 在庫 
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5.3.2 ボトルネック 
 TOC において一番重要な概念はボトルネックであると考えられる。Goldratt（2001）に
よれば、「ボトルネックとは、その処理能力が、与えられている仕事量と同じか、それ以下
のリソースのことである。非ボトルネックは、逆に与えられている仕事量よりも処理能力
が大きいリソースのことである」（邦訳， p.217）。 
 企業は、生産から販売に至るまでの一連の活動によって利益を生み出す。企業の収益能
力に最も影響するのは企業の中で最も効率性の低い活動である。この活動が企業のボトル
ネックとして、企業の収益性の向上を制約している。いかなる企業にも、一個またはそれ
以上の制約条件が存在している。制約条件は企業の収益性を阻害する一方、企業にプロセ
ス改善の可能性を提示する。企業はボトルネックを集中的に改善することにより、収益性
の向上を図ることができる。そして、一つのボトルネックの改善により、新たな制約条件
が発見することができ、その新たな制約条件の解決に注力する。このような循環を通じた
継続な改善が、優れた企業価値の創出に貢献する。 
 以上の内容が制約条件の理論の基本概念である。 
 
5.3.3 TDABC と TOCの可能性 
 TDABC と TOC の併用を論じた研究よりも以前に、ABC と TOC について様々な研究が行わ
れている。TOCと ABCは 20世紀後半に提唱された新たな管理方式として、アメリカ企業の
発展に深刻な影響を与えた。そして、両者の差異は頻繁に比較されている。 
 例えば、Campbell et al.（1997）の研究によれば、ABCは労働集約的な活動には適応
するが、TOCは機械作業、すなわち資本集約的な活動に適応している。その理由は、機械
などの資源は労働力と比べて再配置しにくいのに対し、労働集約的な活動は人員の再配
置により、ボトルネックをある程度回避することができる一方、機械作業中心の活動
は、資源の再配置が簡単ではないため、TOCでボトルネックを削除し、業務プロセスを改
善するほうが効率的だからである。 
 また、Demmyと Talbott（1998）は TOC と ABCの整合を通じて、TOCは詳しい情報を提供
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し意思決定をサポートすると同時に、ABC を展開するための情報をある程度減少すること
ができると論じている。彼らの研究では、直接固定費は製品ラインにより識別し、その他
の間接固定費は ABC により製品に配賦することが推奨されている。この方法によって ABC
のコスト・プールが削減され、配賦計算が容易になる。この新しいシステムによって TOC
により変動費を正確に集計するとともに、直接固定費と間接固定費を識別することができ
る。 
 Chwen Sheu 、Ming-Hsiang Chen 及び Stacy Kovar（2007）は ABCと TOC を比較した論
文を整理し、ABC と TOC は相互補完可能な手法であると指摘した。具体的な内容は以下の
2点に集約される。 
 第一に、TOC と ABC は考慮する時間の範囲が異なっている。TOC は企業の短期利益に注
目する一方、ABC は企業の長期の発展に着目している。TOC は短期間で限定された条件の
下でより多くの利益を上げることに貢献するが、長期的な視点から見ればその限定された
条件を改善また除却すべきから、その時 ABC が各活動の改善により、貢献する。 
 第二に、TOC と ABC が改善しうる場所が異なるということである。ABC は未利用キャパ
シティの検出による余剰生産力に注目しているが、TOC は生産において制約が生じる場所
が改善すべきと指摘して、すなわち利用可能なキャパシティを増大することを目指してい
る。 
 TDABC は ABC の進化形として、キャパシティ利用率の検出や活動の改善によって、長期
的な視点から企業に有効な指針に提供するなどの特徴を受け継ぎつつ、TDABC と TOC の併
用によって、企業に長期と短期二つの視点から有用な情報を提供することができる。前節
で説明したように、TDABC は個々の活動に注目し、各活動間の関連性が不十分であること
が分かる。TOCにより、制約条件を中心に、各活動を繋がることができ、TDABC の問題点を
補足することができる。 
 以上論じてきたように、TDABC と TOC の併用が企業の経営管理に重要な役割があるとい
うことがわかる。 
5.3.4 TDABC と TOCの併用 
TDABC と TOC を併用を中核的な考えは TDABC により検出したキャパシティを TOC の指針
として利用することである。TDABC により、企業の各部門の未利用キャパシティを計算す
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る。そして計算した結果を二つの部分、すなわち一つは未利用キャパシティが多数存在す
る活動、もう一つは未利用キャパシティが少ない活動、すなわちキャパシティ利用率が高
い活動に分ける。そして、キャパシティ利用率が高い活動は企業のボトルネックとしてと
らえて、その改善策を探す一方、未利用キャパシティが多数存在する活動については原因
を分析し、解決策を探すことになる。図 8はその計算のフローを示している。 
 
図 8  TOCと TDABC の併用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（涂南・叶剑，2011，p.62） 
 
B 企業の例から見れば、三つの部門のうちキャパシティ利用率が最も高いのは運送部
門の 87.93％、最も低いのは受注部門の 60.56％であることは既に計算されテイル通りで
ある。運送部門の活動は B 企業の現在のボトルネックとしてとらえられるため、業務を
改善すべきだと考えられる。 
 
5.3.5 TOCによる生産の改善 
検出したキャパシティ利用率が高い工程は、TOCを用いて業務を改善する。 
TDABCでコストを配賦する 
各活動のキャパシティ利用率を
計算する 
利用率が高い：ボトルネック 利用率が低い：未利用キャパシテ
ィ 
TOCにより改善する 
原因を分析し、解決策を探す 
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稲垣（1997）は TOCによる生産改善は主に五つのステップあり、それぞれは、制約条件
を見つけること、制約条件を徹底的に活用すること、制約条件以外を制約条件に従属さ
せること、制約条件の能力を向上させること、惰性に注意しながら繰り返すことである
と主張した。図 9はこれら五つのステップを示している。 
 
図 9   TOC による生産改善 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         
（稲垣,2002, p.115） 
 
ステップ１の制約条件は既に TDABC の実施により発見されているため、次は隠れた生
産能力を引き出すことを目的とする。B 企業運送部門現在のキャパシティ利用率は
87.93％であるが、次の目標は経費と投下したコストを増やすことなく利用率の向上を目
指すことである。ステップ３は在庫の最小化を目指すものである。稲垣（1997）はこのス
テップこそ、TOCと従来の発想の最も異なる箇所であると指摘した。その理由は従来の発
想では、全体のコストを最小限に抑えるため、各工程のコストを最小にすることが重要
であったから、工程ごとの能率の指標を設定し、管理することになってしまうそうする
と、仕掛品が増加する可能性があるため、スループットに悪影響を与える。図 10のよう
に、ある製品の生産が A、Bおよび Cの三つの工程があり、工程 Bがボトルネックと仮定
する。従来のように工程ごとに最適な指標を設定すると、実際に工程 B が全体を制約し
ているため、工程 A と B の間に仕掛品が発生する。そして工程 C に未利用キャパシティ
が発生する可能性がある。 
制約条件を見つける 
制約条件を徹底的に活用する 
制約条件以外を制約条件に従属させる 
制約条件の能力を向上させる 
惰性に注意しながら繰り返す 
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図 10 生産工程 
 
 
 
 
 
TOC は、スループットを最大化するために、他の工程がボトルネックに合わせた生産を
行わなければならないということを指摘した。ステップ 2では、制約条件を活用した上、
更に制約条件を強化するため、設備投資を行い、工程を改善することを目指している。最
後のステップ５は企業の継続的な改善に対して極めて重要なものである。それは前の 4
ステップにより、企業のボトルネックが変化するかどうかを確認し、改善作業を繰り返
すことを示している。 
企業は以上の五つのステップにより、制約条件を意識し、スループットの向上を目指
して、行動する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A B（ボトルネック） C 
仕掛品 未利用キャパシティ 
57 
 
6.  結び 
本論文では、TDABC の基本概念を解明するとともに、従来の議論で TDABCが持っている
メリットとデメリットをまとめて、分析した上、日本で TDABC が導入していない理由を
説明した。そして、中国の二つの企業のケース分析により、TDABCの導入プロセスと効果
を明らかにした。最後、TDABCと他の管理方式の併用の可能性について検討した。 
まず、TDABCの前身 ABCの基本概念を紹介するため、Kaplan と Cooper の論文を中心に
論じた、確かに伝統的な原価計算より ABC が製品と消費した資源の間の因果関係を明ら
かにするが、システムの実施と維持するために莫大なコストが発生してしまう。結果と
して、ABC が実務上の応用が厳しくなる。 
その問題を解決するために、2007 年 Kaplan と Anderson が TDABC を提唱した。TDABC
が時間という尺度を選択し、製品の製造コストを配賦する。ABC と比較すれば、計算プロ
セスが簡略化し、更に時間方程式により、モデルの更新が簡単にできるから、外部環境の
変化に対して容易に反応できるというメリットが持っている。また、未利用キャパシテ
ィについて、TDABC は従来の ABCモデルの問題点を克服して、未利用キャパシティによる
生じたコストを配賦プロセスから排除することも TDABCの一つ重要な役割である。 
Kaplan と Anderson は TDABC が ABC の全ての問題点を克服し、優れたな原価計算方法
であると信じているが、実際 TDABC の問題点についてもよく議論された。Kaplan は TDABC
が既に 200 社以上導入し、成功を収めたと述べていたが、実際に日本で TDABC を導入す
る企業がほとんどない。 
そして、日本で TDABC を導入する可能性を分析するために、A企業と B企業二つの既に
TDABCが導入した中国企業の例を挙げて、ケース分析により、実務上で TDABC を展開する
ために必要なことと注意しなければならないことを分析した。 
そのケース分析の結果として、確かに TDABC が未利用キャパシティの検出や環境の変
化に対応できるなどのメリットを有しているが、モデル自身により、ある程度制限され
た。そして、その制限を超えて、TDABC の幅を広げるために、TDABC と他の管理方式の併
用可能性を分析した。特に TDABCと TOCの併用について、詳しく解釈した。 
現状から見れば、中国であっても、日本であっても TDABC が全然普及していないが、
本研究により、ある程度 TDABCの有効性を証明したと思う。更に TOC、リーン会計などの
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管理手法の併用により、TDABCのメリットを最大限に発揮できるだろう。 
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